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国
土
交
通
省 

　

全
国
一
斉 

　

立
ち
入
り
検
査

「
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
業
者
の

６１
％
が
適
性
化
法
違
反
」

国
土
交
通
省
は
、
さ
る
６
月
１６

日
、
平
成
１７
年
１０
月
か
ら
１２
月
に

か
け
て
任
意
に
抽
出
し
た
全
国
の

マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
業
者
５７
社
の
事

務
所
へ
の
立
入
検
査
を
実
施
し
た

結
果
を
発
表
し
ま
し
た
。

立
ち
入
検
査
の
結
果
、
監
督
処

分
を
す
る
よ
う
な
違
反
事
例
は
発

見
さ
れ
な
か
っ
た
が
、
業
務
の
是

正
指
導
を
要
し
た
業
者
が
３５
社
あ

り
ま
し
た
。
主
な
指
摘
内
容
は
、

次
の
と
お
り
で
す
。

「
カ
ッ
コ
内
は
、
マ
ン
シ
ョ
ン

管
理
適
性
化
法
違
反
条
文
」

１
、
管
理
会
社
の
業
務
や
財
政
を

記
載
し
た
書
類
の
閲
覧
が
で
き

な
い
。�

（
７９
条
）・
１８
社

２
、
従
業
者
で
あ
る
こ
と
の
証
明

書
を
携
帯
さ
せ
ず
に
業
務
に
従

事
さ
せ
た
。�

（
８８
条
）・
１５
社

３
、
委
託
契
約
成
立
時
に
管
理
組

合
へ
そ
の
内
容
を
記
載
し
た
書

面
を
交
付
し
な
か
っ
た
。

�

（
７３
条
）・
１４
社

４
、
受
託
し
た
管
理
事
務
に
関
す

る
帳
簿
を
作
成
・
保
存
し
て
い

な
か
っ
た
。�

（
７５
条
）・
１４
社

５
、
業
務
の
重
要
事
項
説
明
を
し

て
い
な
い
・
説
明
不
十
分

�

（
７２
条
）・
１２
社

６
、
国
交
省
へ
の
登
録
事
項
の
変

更
届
を
出
し
て
い
な
い
。

�

（
４８
条
）・
８
社

７
、
事
務
所
に
、
定
め
ら
れ
た
管

理
業
者
の
標
識
を
掲
示
し
て
い

な
い
。�

（
７１
条
）・
５
社

８
、
管
理
組
合
へ
の
定
期
的
受
託

事
務
報
告
実
施
無
し
・
報
告
実

施
不
十
分�
（
７７
条
）・
４
社

９
、
財
産
の
分
別
管
理
を
し
て
い

な
い
。
ま
た
・
分
別
不
十
分

�

（
７６
条
）・
２
社

指
摘
内
容
に
は
、
標
識
未
設
置

分
証
明
書
不
携
帯
な
ど
、
適
性
化

法
理
解
不
足
・
社
内
管
理
の
不
徹

底
な
ど
も
あ
り
ま
す
が
、
財
産
分

別
管
理
、
重
要
事
項
説
明
、
定
期

報
告
な
ど
重
要
事
項
の
欠
落
も
み

ら
れ
ま
す
。

し
か
も
５７
社
中
３５
社
（
６１
％
）

が
違
反
し
て
い
る
こ
と
は
、
大
き

な
問
題
で
す
。
国
土
交
通
省
で

は
、
引
き
続
き
、
立
ち
入
り
検
査

等
積
極
的
に
行
い
指
導
を
実
施
し

て
い
く
と
共
に
、
悪
質
な
違
反
事

例
に
対
し
て
は
、
今
後
は
、
厳
正

に
対
処
す
る
と
い
っ
て
い
ま
す
。

国
土
交
通
省
重
点
施
策 

　

全
て
の
処
分
治
安
も
公
表

国
土
交
通
省
は
８
月
４
日
、
重

点
施
策
を
ま
と
め
公
表
し
た
。
地

域
の
自
立
・
競
争
力
強
化
や
安

全
・
安
心
基
盤
の
確
立
に
関
す
る

施
策
が
盛
り
込
ま
れ
て
い
ま
す
。

安
全
で
は
、
耐
震
偽
装
事
件
や
悪

質
リ
フ
ォ
ー
ム
に
よ
る
被
害
を
受

け
、
宅
建
業
者
等
の
事
業
者
や
住

宅
・
建
築
物
に
つ
い
て
情
報
提
供

を
行
い
消
費
者
の
安
全
を
図
ろ
う

と
、
事
業
者
の
過
去
の
処
分
暦
や

事
故
等
の
『
ネ
ガ
テ
ィ
ブ
情
報
』

も
含
め
て
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
等
で

公
開
す
る
シ
ス
テ
ム
の
構
築
が
提

示
さ
れ
て
お
り
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理

業
者
も
対
象
に
な
っ
て
い
ま
す
。

年
度
内
に
は
、
管
理
業
者
の
監

督
処
分
基
準
を
公
開
す
る
一
方
今

後
は
、
す
べ
て
の
監
督
処
分
事
案

も
公
表
す
る
方
針
で
す
。

・
対
象
に
な
る
事
業
者
は
、

建
設
業
・
建
築
士
事
務
所
・
指

定
確
認
検
査
機
関
・
宅
地
建
物
取

引
業
者
・
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
業
者

等
・
宅
建
業
、
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理

業
者
に
つ
い
て
監
督
処
分
基
準
を

公
表
し
、
今
後
全
て
の
監
督
処
分

事
案
を
公
表
し
て
ゆ
く
考
え
で
す
。

納得、安心のできる管理

☆ 総合管理の受託から自主管理の応援まで

☆ 管理組合のニーズに合った管理システム

☆ 木目の細かい対応が出来ます
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